
国立大学法人東京海洋大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成30年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成30年度における改定内容

役員報酬の支給水準については、法人化前に適用されていた国家公務員指定職
俸給表を準用している。

役員報酬の業績の反映のさせ方については、役員報酬規則第８条第５項に基づき、
期末特別手当の額を100分の10の範囲内で増額・減額できることとしている。

役員報酬支給基準は、月額及び賞与から構成されている。月額について
は、東京海洋大学役員報酬規則に則り、基本給（965,000円）に地域手当
（193,000円）を加算して算出している。賞与についても、東京海洋大学
役員報酬規則に則り、期末特別手当基礎額（（基本給＋地域手当）＋（基
本給＋地域手当）×100分の20＋基本給×100分の25）に、100分の167.5を
乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応
じた割合を乗じて得た額としている。
なお、平成30年度では、期末特別手当支給率の引上げ（年間0.05ヶ月

分）を実施した。

役員報酬支給基準は、月額及び賞与から構成されている。月額について
は、東京海洋大学役員報酬規則に則り、基本給（818,000円又は706,000
円）に地域手当（163,600円又は141,200円）を加算して算出している。賞
与についても、東京海洋大学役員報酬規則に則り、期末特別手当基礎額
（（基本給＋地域手当）＋（基本給＋地域手当）×100分の20＋基本給
×100分の25）に、100分の167.5を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の
期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
なお、平成30年度では、期末特別手当支給率の引上げ（年間0.05ヶ月

分）を実施した。

役員報酬支給基準は、東京海洋大学役員報酬規則に則り、月額
（190,000円）としている。
なお、平成30年度は、特に改定を行わなかった。

該当者なし

役員報酬支給基準は、東京海洋大学役員報酬規則に則り、月額
（152,000円）としている。
なお、平成30年度は、特に改定を行わなかった。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成30年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,639 11,580 5,463
2,316

280
（地域）
（通勤） ※

千円 千円 千円 千円

14,487 8,472 4,185
1,694

136
（地域）
（通勤）

◇

千円 千円 千円 千円

16,656 9,816 4,753
1,963

124
（地域）
（通勤）

千円 千円 千円 千円

16,716 9,816 4,753
1,963

184
（地域）
（通勤）

千円 千円 千円 千円

2,280
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,824
（　　　　）

H28.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

1,824
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

A監事
（非常勤）

その他（内容）

B監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

D理事
（非常勤）

前職

C理事

就任・退任の状況
役名
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

国立大学法人東京海洋大学は、人類社会の持続的発展に資するため、海
洋を巡る学問及び科学技術に係わる基礎的・応用的教育研究を行う、国内
唯一の海洋系大学として、「海を知り、守り、利用する」ための教育研究
及び国際競争力強化のための海洋産業人材育成組織の構築を学長のリー
ダーシップの下で推進している。
学長は、職員数480名の国立大学法人の長として、その業務を総理する

とともに、学長として校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教
学責任者の職務を同時に担っている。
学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を

踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移
行前と同等以上であると言えるため、報酬水準は妥当であると考えられる。

国立大学法人東京海洋大学は、人類社会の持続的発展に資するため、海
洋を巡る学問及び科学技術に係わる基礎的・応用的教育研究を行う、国内
唯一の海洋系大学として、「海を知り、守り、利用する」ための教育研究
及び国際競争力強化のための海洋産業人材育成組織の構築を学長のリー
ダーシップの下で推進している。
理事は、学長を補佐して法人の業務を掌理し，学長に事故があるときは

その職務を代理し，学長が欠員のときはその職務を行う。
理事の報酬月額は、法人化移行前の国家公務員指定職俸給表を参考に学

長の報酬月額に対応する号俸よりも２号俸～４号俸下位に相当する俸給月
額を踏まえて決定しており、報酬水準は妥当であると考えられる。

非常勤理事の報酬月額については、常勤理事の報酬月額を参考とし、そ

の勤務状況を考慮し、月額を決定しており、報酬水準は妥当であると考え

られる。

該当者なし

非常勤監事は、監事の報酬月額を参考とし、その勤務状況を考慮し、月
額を決定しており、報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法
人との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成30年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

監事
（非常勤）

理事
（非常勤）

法人の長

理事
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５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

理事

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし
監事

（非常勤）

該当者なし
理事

（非常勤）

判断理由
該当者なし

該当者なし

役員報酬の業績の反映のさせ方については、役員報酬規則第８条第５項に基づき、
期末特別手当の額を100分の10の範囲内で増額・減額できることとしている。

該当なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成30年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

355 46.9 8,515 6,138 107 2,377
人 歳 千円 千円 千円 千円

113 45.2 6,723 4,909 130 1,814
人 歳 千円 千円 千円 千円

179 50.1 10,157 7,250 124 2,907
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 44.7 8,801 6,414 16 2,387
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 36.6 5,935 4,385 16 1,550
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 57.2 6,636 4,797 45 1,839

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

その他医療職種
（看護師）

うち賞与

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
     （業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

総額
人員

海技職種

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

海事職種

平均年齢
平成30年度の年間給与額（平均）

常勤職員

職員の給与水準を社会一般の情勢に適合したものとするため、人事院勧告等を勘案し、
決定している。

前1年間における勤務成績に応じて昇給を、従事する職務に応じ、かつ、総合的な能力
の評価に基づき昇格を実施し、また、勤勉手当において勤務実績に応じた支給割合（成績
率）を設定することにより反映する仕組みを導入している。

東京海洋大学職員給与規則に則り、基本給及び諸手当（管理職手当、初任給調整手当，
扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、基本給調整手当、単身赴任手当、特殊勤務手
当、超過勤務手当、入試手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、
期末手当、勤勉手当、及び寒冷地手当等）を支給している。
期末手当については、期末手当基礎額（基本給＋扶養手当＋地域手当＋職務に応じた加

算額）に100分の130を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期
間に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基本給＋地域手当＋職務に応じた加算額）に勤

勉手当の支給実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。
なお、平成30年度では、基本給の引上げ（平均0.2%）及び勤勉手当支給率の引上げ（年

間0.05ヶ月分）等を実施した。
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人 歳 千円 千円 千円 千円

22 63.5 4,839 4,052 193 787
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 63.3 4,298 3,592 100 706
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 64.5 6,081 5,050 244 1,031
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 62.8 4,233 3,581 215 652

人 歳 千円 千円 千円 千円

14 48.1 4,815 3,433 128 1,382
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 48.6 3,726 2,698 137 1,028
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 47.1 6,775 4,755 110 2,020

[年俸制適用者]

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 55.3 11,554 11,554 143 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 55.3 11,554 11,554 143 0

常勤職員

教育職種
（大学教員）

事務・技術

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

海技職種

海事職種

教育職種
（大学教員）

再任用職員

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については、該当者がいないため欄を省略した。
注３：在外職員、任期付職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
注４：再任用職員の海事職種については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ

あることから、区分以外は記載せず、再任用職員全体の数値からも除外している。
注５：「海事職種」とは、船舶等の船長、機関長、航海士、機関士の業務を行う職種を示す。

注６：「海技職種」とは、船舶等の乗組員の業務を行う職種を示す。

注１：事務・技術、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）については、該当者がいないため欄を省
略した。

注２：在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
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② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：年齢28～31歳の該当者は3人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給額の
　　第1・第3分位については表示していない。
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③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

1

12 52.1 8,917 9,849 ～ 7,851

12 53.5 7,711 8,260 ～ 6,848

47 47.8 6,894 7,855 ～ 5,993

16 45.1 5,981 7,058 ～ 5,137

25 32.7 4,611 5,936 ～ 3,735

（大学教員）

平均
人 歳 千円

81 55.7 11,610 13,778 ～ 9,925

66 47.2 9,399 10,470 ～ 7,565

1

26 38.6 7,279 8,109 ～ 6,088

5 57.1 7,380 8,017 ～ 6,158

④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

56.9 57.4 57.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.1 42.6 42.8

％ ％ ％

         最高～最低 51.8～40.2 53.5～39.2 52.7～39.9

％ ％ ％

57.3 58.9 58.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.7 41.1 41.8

％ ％ ％

         最高～最低 47.3～39.7 45.5～38.2 45.3～38.9

一般
職員

一律支給分（期末相当）

助教

助手

賞与（平成30年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

注1：該当者が2人以下の職位については、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　平均年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

平均年齢分布状況を示すグループ

千円

課長補佐

係長

年間給与額

部長

課長

（最高～最低）人員

教授

准教授

一律支給分（期末相当）

千円

係員

人員

主任

平均年齢

講師

年間給与額
（最高～最低）分布状況を示すグループ
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（大学教員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

57.6 59.4 58.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.4 40.6 41.5

％ ％ ％

         最高～最低 45.9～41.0 44.2～39.5 45.0～40.2

％ ％ ％

57.2 58.8 58.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.8 41.2 42.0

％ ％ ％

         最高～最低 46.2～39.5 44.4～38.9 45.3～39.5

３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 94.8
・年齢・地域勘案 82.6
・年齢・学歴勘案 93.5

・年齢・地域・学歴勘案 82.5

（参考）対他法人 112.1

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 108

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努めていきたい。

　（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、
　　 平成30年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した
　　 指数である。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　68.7％】
　（国からの財政支出額　5,850,000,000円、
   支出予算の総額　8,509,000,000円：平成30年度予算）

【累積欠損額　0円（平成30年度決算）】

【管理職の割合　10.9％（常勤職員数119名中13名）】

【大卒以上の高学歴者の割合　73.1％（常勤職員数119名中87名）】

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　46.7％】
　（支出総額　8,607,848,593円
    給与・報酬等支給総額　4,025,970,485円：平成29年度決算）

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（法人の検証結果）
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合が50％を越えていると
ころであるが、国家公務員に準拠した給与制度のもと、対公務員指数が100
を下回っており現行の給与水準は適正であると思われる。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

福利厚生費

最広義人件費
5,653,465 5,738,516

667,735 676,606 687,048

非常勤役職員等給与
604,032 602,699 545,080

5,536,930

4,025,970 4,070,045

退職手当支給額
354,320 231,653 436,342

注１：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により
　　　雇用される職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表
　　　附属明細書の「18役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しな
い。注２：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当
　　　支給額を計上している。

区　　分

給与、報酬等支給総額
4,027,376

（事務・技術職員）
（扶養親族がいない場合）
○ ２２歳（大卒初任給）

月額 180,700円 年間給与 3,000,000円
○ ３５歳（主任）

月額 308,520円 年間給与 5,100,000円
○ ５０歳（課長補佐）

月額 429,720円 年間給与 7,100,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき
10,000円を支給）

（教育職員（大学教員）
(扶養親族がいない場合）
○ ２７歳（助教、博士修了初任給）

月額 289,600円 年間給与 4,800,000円
○ ３５歳（助教）

月額 400,920円 年間給与 6,600,000円
○ ５０歳（教授）

月額 561,960円 年間給与 9,200,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき
10,000円を支給）

前1年間における勤務成績に応じて昇給を、従事する職務に応じ、かつ、総
合的な能力の評価に基づき昇格を実施し、また、勤勉手当において勤務実績
に応じた支給割合（成績率）を設定することにより反映する仕組みを導入して
いる。
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総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

① 総人件費のうち「給与､報酬等支給総額」は、平成30年4月1日において平成27年1

月1日に昇給が抑制された37歳に満たない職員の号俸を1号俸上位に調整したこと、平

成30年3月31日を以て55歳を超える特定職員（行政職俸給表（一）6級相当以上）の俸

給等の1.5％減額措置を廃止したこと及び平成30年度給与法改正に準じて基本給、宿

直手当及び勤勉手当を引き上げたことにより、1.08％増になったと考える。

「最広義人件費」の増3.5％は、「給与、報酬等支給総額」の増加及び退職金手当

支給額の増加による影響だと考える。

② 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に
基づき、退職手当について平成30年1月1日から以下の措置を講ずることとした。

役職員の退職手当について、調整率の引下げを実施した。
役員に関する講じた措置の概要：従前104/100であった調整率を段階的に引下げ

平成25年 2月28日～平成25年 9月30日 98/100
平成25年10月 1日～平成26年 6月30日 92/100
平成26年 7月 1日～平成29年12月31日 87/100
平成30年 1月 1日～ 83.7/100

職員に関する講じた措置の概要：従前104/100であった調整率を段階的に引下げ
平成25年 2月28日～平成25年 9月30日 98/100
平成25年10月 1日～平成26年 6月30日 92/100
平成26年 7月 1日～平成30年 1月31日 87/100
平成30年 2月 1日～ 83.7/100

なお、労使協議の結果、職員への措置の開始時期は、国家公務員に係る措置時期
（平成30年1月1日）と異なる取扱いとなった。

特になし
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